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はじめに 

  

日本経済の長期停滞の主因のひとつとして、政府のマクロ経済政策の失敗があげられる

場合が多い。しかし、短期的な需要面の政策だけでなく、経済社会環境の大きな変化に対応

しない、中長期的な供給面の制度改革の遅れも重要である。現在の日本の制度・規制は、戦

後の高い経済成長期に設立・普及したものが大部分で、その後の経済社会の大きな変化に対

応しないものも多い。それにもかかわらず、過去の成功体験に引きずられて、必要な改革は

進んでいない。 
こうした各省庁の「政策の不作為」に対して、内閣主導で、民間人を中心とした経済財政

諮問会議や規制改革会議等で、制度・規制の改革についての検討が進められてきた。制度や

規制の持続的な改革を進めるためには、そのための理論的な枠組みが必要とされる。それが

経済学の標準的な「市場の失敗」を補うために政府の介入が必要という常識に対して、「政

府もまた失敗」する場合も多く、それに対応した市場の活用が必要とされる。 
経済学の教科書では、「市場の失敗」に対応するための政府の主要な役割として、資源配

分の効率化、所得の再分配、経済の安定化等があげられる。しかし、一般の教科書には書か

れていない点として、そうした政府の機能も、やはり失敗することがある。これは政治の圧

力で、社会的効率性の低い社会資本への投資や、給付は多く負担は少なくの所得再分配政策、

および金融・財政政策の緩和と引締めに対する世論の非対称性である。 
こうした「政府の失敗」について検討する場合の基本的な考え方として「民にできるもの

は民に」の大原則がある。しばしば「なぜ規制の改革が必要か」や「既存の規制改革による

弊害はないか」等が問われることが多い。しかし、それは問題の設定自体が逆であり、現行

の政府の活動について、「なぜ政府の市場への介入が必要か」について、規制する側の「立

証責任」が求められる。 
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日本経済の長期停滞には、新しい産業や企業の投資不足による面も大きいが、その背景

には、各省庁の旧い制度や新規参入への規制が根強いことがある。本来、新規企業の参入

が活発な競争的市場を維持することは、政府の基本的な役割である。しかし、現行の独占

禁止法等の競争法は、もっぱら民間企業による独占的な行為を規制するものとされてお

り、各省庁が所管分野の事業者を保護する競争制限的な行為の多くが放置されていること

に大きな問題がある。 
小泉純一郎政権では、日本の政治における制度や規制の改革への認識は高まったが、そ

れ以降は制度改革の意識は低下しており、人々の反発の少ない金融・財政等、マクロ経済

政策への依存度が高まっている。他方で、少子高齢化の進展や、デジタル技術の発展、世

界経済の相互依存度の高まり等、社会経済環境の変化は加速しており、既存の制度や規制

の改革の必要性は高まっている。 
本稿では、まず、経済学の視点から様々な「市場の失敗」の類型について考察する。ま

た、それを是正すべき「政府の失敗」についての主要な論点を、法と経済学の視点から展

望する。さらに「政府の失敗」を改善するために、市場原則を活用した具体的な手法等に

ついて整理する。最後に、第二臨調以降の規制改革会議等の歴史を踏まえ、制度や規制改

革を実現させるために設けられた特区等の具体的な手法等について考察する。 
なお、本稿は制度・規制改革における主要な論点を展望したもので、個別の制度につい

ての「政府の失敗」の事例については、次の機会に委ねたい。 
 
第 1 章 「市場の失敗」についての考察 
 
経済学の教科書では、市場に任せておけない分野として、資源配分機能、所得再分配機

能、景気安定機能の三点があげられる。この内、資源配分機能とは、個人の負担では賄え

ない公共財の供給や、公害等の外部不経済や独占の防止等がある。また、社会の安定に不

可欠な所得の再分配や、不況やインフレを防ぐ景気安定政策も、市場だけでは対応できな

い。こうした「市場の失敗」を是正することが政府の基本的な役割とされている

（Musgrave 1959）。 
しかし、経済学の教科書にほとんど書かれていないことは、市場が失敗するように、政

府もまた失敗することである。これは政治の介入と行政の硬直性に大きな要因がある。民

主政治は「最大多数の最大幸福」を追求する筈だが、現実には業界団体等による政治資金

の提供等の手段で、「少数者の大きな利益」が「多数の（個々にとっては小さな）利益」

を圧倒する場合が多い。この典型例として保護貿易があるが、国内市場での自由な取引を

制限する様々な規制も同様である。 
各省庁の政策も、既得権に絡む現行制度の維持に重点が置かれ易い。このため、各省庁

に対して必要な改革を迫ることが、制度・規制改革の主要な役割であり、それには以下の

ような代表的な事例がある。 
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第１は、過去の社会状況や技術に基づくさまざまな「仕様規制」を、新しい状況の下で、

本来の法目的に沿った「性能規制」に転換することである。新たな技術が普及するためには、

それを支える合理的な規制を策定する必要がある。例えば、自動運転技術の進歩や、ドロー

ン利用の拡大に対応した規制がなければ、新たな技術を十分に活用できない。 
第２は、所得再分配は、その対象を明確に限定する必要がある。中小企業や過疎地域等を

対象とした所得移転等は、その内部に、保護を必要としない者を多数含むことから、非効率

なものとなる。また、所得再分配により、経済主体の行動に影響を及ぼさないことも重要で

ある。政府による所得再分配は「穴の開いたバケツで水を運ぶこと」に例えられる（オーカ

ン 1978）。これは負担を課される側は、それをできるだけ避けようとする一方で、給付を受

ける側はそれを維持しようとすることで、負担と給付の双方に就業抑制等の効果が生じる

可能性がある。これに加えて、所得再分配のための行政組織の費用も要することから、こう

したバケツの穴をできるだけ塞ぐ必要がある。 
第３は、政府は、市場における情報の不足を補うために、専門的な業務に就く人材の最低

限度の能力を示す資格制度を設けている。そうした既存の資格保有者の団体が、自らの収入

を保証するために、新規参入者を制限することを政府に求める場合がある。しかし、政府が

保証するのは人材の持つ基礎的な能力であり、その収入は市場の需給関係で決まることが

原則となる。 
以上のような一般的な分類を踏まえて、個別の制度の課題について検討する。 
 

1.1.公共財の供給 
防衛、警察、消防等のサービスや道路、橋等の社会資本は、市場では十分に供給される

ことが困難な公共財である。これらのサービスは、その負担者以外の受益者による「ただ

乗り」を防げないこと（非排除性）や、多数の人が同時に利用できること（非競合性）と

いう特質をもっている。このため市場では、潜在的な需要に見合った十分な供給が困難と

なるという「市場の失敗」が生じることから、政府が税を原資にして公共財を供給するこ

とが正当化される。 
もっとも、民間にも公共財と類似のサービスを供給する警備会社や消防団もあり、米国

では軍事会社すら存在する。また、道路や橋等についても、出入口で料金を徴収する有料

道路等のサービスには排他性がある点で、市場サービスと同様である。さらに、公共財の

利用者が過剰になると混雑が生じ、非競合性が失われる場合もある。これらの点で、公共

財と民間の市場で供給される財・サービスとの間には一定の代替性がある 2。 
他方、政治的な要因で、公共財への需要は過大になる傾向がある。これは道路や鉄道等

の社会資本について、その頻繁な利用者にとっては大きな利益となるが、国民一人当たり

の負担は小さいためである。このため政治的な圧力を通じて、他者の税負担へのただ乗り

 
2 排他性のない一般道路の建設にも、その費用を賄う目的税として、道路使用者が負担するガソリンに課

税することは広い意味での市場原則の活用といえる。 
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で、特定地域の利用率の低い道路等が建設されるという「政府の失敗」が生じ易い。今後

の人口減少社会では、新規の社会資本だけでなく、過去の高成長期に大量に建設された既

存の社会資本の老朽化が大きな問題となる。これらをすべて更新することは可能ではな

く、それらの選別については、道路の新設時と同様な利害調整が必要となる。 
こうした社会資本の更新に関する合意形成の手段として、個々の市町村等の単位で、社

会資本の費用と負担の均衡を前提とした、市場原則に類似した意思決定のメカニズムの活

用が考えられる。公共投資の配分基準としては、「混雑料金（peak road pricing）」があ

る。これは大都市の鉄道や有料道路に、混雑する時間帯の料金を引上げ、それ以外の時間

帯で引き下げることで、ピーク時の交通需要を分散させる仕組みである。ここで、交通需

要を平準化するために必要なピーク時の料金水準の高さが、既存の道路の混雑状況を示す

指標となり、その更新や追加的な公共投資の優先順位を示す指標ともなる（八田 2013）。 
国全体の公共投資の配分については、道路や鉄道の混雑現象が顕著な大都市に重点を置

けば外部経済性が大きく、社会的効率性が高い。しかし、現実には、過去の高度成長期に

形成された、大都市への人口集中を抑制し、地方の振興を図る「地域の均衡ある発展 3」

の政治的な配慮が働き易い。これは公共投資の地域への配分を、地域間の所得再分配の手

段として用いるもので、外部経済効果の小さな地域にも、民間投資を誘引するための先行

投資等の名目で重点的に投下される。しかし、結果的に民間需要が伴わなければ効率性の

低い社会資本となる。こうした「政府の失敗」の改善のためには、民間投資の場合と同様

な費用対効果分析の義務付けが必要となる。 
今後の人口減少時代には、「作らない公共事業 4」も重要となる。これは過去の成長期の

ように、人口が増える地域に新たに社会資本を整備するのではなく、既に社会資本の充実

した地域毎の中核都市等に、周辺の過疎地域からの住民移動を促進することであり、その

ために移動の費用を支援する仕組みである。また、自然災害の場合に、政府による社会資

本の復旧が原則とされるが、それを契機に他の地域に移転する住民に対する支援はほとん

どない。これに対して、災害地の自宅等を復旧して留まるか、それとも安全な場所に移転

するかについて、個人の選択に中立的な支援のあり方についての検討も必要となる。 
 

1.２.外部経済・不経済 
  市場が失敗する第２の要因として外部不経済効果がある。これは個人や企業の市場取引

を通じない、自動車の騒音や排気ガス等の負の効果 5であり、それを抑制するために、政

府は騒音や排気ガスについて一定の規制をかけている。しかし、こうした規制は、外部不

経済のコストの大きさに必ずしも対応しないことから、逆に弊害をもたらす場合もある。 
例えば、都市部で高い建物が建設されると、隣接する住宅に太陽光が当たらなくなると

 
3 田中角栄「日本列島改造論」1972 年。 
4 これにはダム建設で水没する地区から住民を移す費用に公共事業費を充てる事例がある。 
5 他方で、個人の庭の樹木や花等、他の人々に正の外部効果を与える場合もある。 
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いう外部不経済が生じるため、政府は建物の容積率の制限や日影規制を課している。他方

で、土地の経済価値の高い都市中心部に、その高度利用のための高層住宅等の建設が阻害

されれば、土地の効率的な活用は困難となり、そうした規制のコストは大きい。 
この問題の解決のためには、既存の住民の日照権等の「良い居住環境を享受する権利」

を明確に定めれば良いという「コースの定理 6」がある。その結果、高層住宅を建設する

事業者が、既存の住民への補償金として、その日照権を購入することができる 7。その結

果、外部不経済効果の是正を、画一的な規制ではなく、居住環境権の売買という「市場取

引」で解決することができる 8。 
これは公害の防止についても同様であり、政府が自動車の排出ガスに一律の規制をかけ

る代わりに、政府が汚染されない大気の所有権を主張することで、ガソリンの消費に応じ

た課税である「環境税」を課すことが代替的な政策となる 9。ここで一律の排出基準を設

定する上限規制では、自動車メーカーは、規制された排出ガス水準の達成だけを目標とす

る。他方で、排出ガスの量に応じた環境税に対しては、企業にとって規制基準以下でも、

環境税の負担をより軽減する効率的な省エネ車を導入するインセンティブが働くことにな

る。これは市場経済の機能を損ねている外部不経済の問題について、その問題の解決のた

めに、政府が補完的な環境権取引のための市場を作る、「外部不経済の内部化」である。 
 

1.3.市場独占の防止 
市場競争を歪める私的独占、カルテル、入札談合、不公平取引等の行為は独占禁止法で

禁止されている。しかし、これにはいくつかの例外がある。 
第１に、費用逓減産業の例であり、電気通信業等の産業では、送電や通信網の整備等の

固定資本の費用が膨大なために、先行企業の競争力が圧倒的に高く、新規参入は困難とな

る。このため特定の企業の地域独占を容認した上で、その消費者の受ける不利益等の弊害

を防ぐために、事業者に対して料金への上限規制や不採算地域への供給義務等を課してい

る。 
第２に、建設業等で多い事業者間での談合等防止のために、その違反者には課徴金が賦

課される。また、その水準については、「違反行為によって得られる経済的利得相当額を

基準とする金銭的負担」とされている。しかし、経済学の視点では、違反行為による真の

経済的利得とは、それを摘発される確率も考慮したものである。単に摘発された場合にだ

け談合で得た利益に等しい課徴金を支払えば良いなら、企業にとって違反行為が有利にな

 
6 「コースの定理」は、当事者間で交渉コストがかからなければ、どちらに法的権利を配分しても、同じ

効率的な資源配分がもたらされるとする(Coase 1960)。 
7 日本では日照権の取引はまだ容認されていない。 
8 この具体例としては、都市部の一軒家の所有者が、自らの土地をそこに建設される高層集合住宅の部屋

と等価交換することで、自らの居住環境権を守れるだけでなく、より多くの住民に都心居住を可能にす

ることがある。 
9 水俣病のように工場が有毒物質の水銀を海に放出という犯罪的な行為には禁止しかなく、排出権取引は

適用されない。 
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る場合も多い。このため、米国では悪質な特許違反行為については、現実の損害額の３倍

までの賠償金を認めている 10。 
他方で、談合行為には摘発が困難な場合が多いことから、談合等に参加していた事業者

が、率先して当局に自己申告した場合には、その罰則を免除するリニエンシー等の制度が

設けられている。これは独占を防止するという本来の目的を実現するために、一律的な課

徴金だけでなく、不正した事業者と規制当局との「司法取引」に類似した仕組みといえ

る。これは違反者の間で公平性を欠くという問題もあるが、結果的に談合の摘発確率を高

めることで、その防止を図る観点での「市場取引」の活用といえる。 
第３に、政府が定める公的な資格制度が、独占的な行為に結び付く可能性もある。特定

の業界団体等が、有資格者の雇用や収入を増やすために、資格試験の合格者数を制限する

ことや、そうした資格を得るために必要な大学の学部の新設を制限する規制については、

独占禁止法上の対応はなされていない。しかし、公的な資格は、個別分野で最低限必要と

される専門的能力を担保するもので、その有資格者数の制限は利用者に不利益を生じさせ

る。また、有資格者の専門的な資質を反映した収入差は、各々の労働市場での需要と供給

を反映した多様な評価に委ねられる必要がある。 
供給独占だけでなく、需要独占への対応もある。特定の企業が地域の雇用需要を独占す

ることにより賃金や労働条件を抑制する行為を防ぐために、最低賃金制度や労働者の安全

や健康維持を図るための労働基準法がある。もっとも、労働基準法は画一的な工場労働等

の働き方を暗黙の前提としており、現在の専門的サービス業の多様な働き方と必ずしも整

合的でない面もある。 
労働者の利益を守るためには、労働組合等、労働者が団結して使用者と交渉する

（Voice）が基本となるが、労働組合組織率は 2024 年では 16.1％にまで傾向的に低下して

いる。こうした下で、労働者が雇用条件の低い企業から円滑に退出（Exit）し、より条件

の良い企業に転職できるように、教育訓練環境の整備等、市場原則の活用も必要とされ

る。 
 
1.4. 所得の再分配 

市場競争の下では、勝者と敗者が生まれる。この関係を固定化させるのではなく、敗者

にも最低生活を保障することは、政府による「広義の保険機能（Rawls 1971）」である。

これは様々な状況における「敗者」に再挑戦の機会を与えることより、市場での競争を、

より活性化させるためにも有効である。この「弱者保護」という、市場では実現できない

機能を政府が補うためには、高所得層に累進的な所得税を課し、それを原資にして最低所

得保障を図る垂直的な所得分配策が必要とされる。 
しかし、日本の社会保障費の大部分は、むしろ中間所得層の生活上のリスクを分散する

 
10 日本でも失業手当の不正受給には、その３倍の額の返還義務の罰則が適用されている。 
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ための年金や医療・介護保険という水平的な所得再分配機能を担う社会保険に重点が置か

れている。これは社会保障費の内で、障害者の福祉や最低生活保障等の垂直的な所得再分

配機能の費用の比率が高い欧州諸国と対比される。 
日本の社会保障による所得格差是正の機能の弱さは、国際比較でみた日本の市場ベース

と所得税や社会保障給付を含めた可処分所得ベースのジニ係数の落差で良く示される。ま

ず市場ベースでの日本の所得格差は、北欧諸国と大差ない低い水準である。これは新自由

主義にもとづく規制改革で日本の所得格差が拡大したという見方への反証となる。それに

も関わらず、可処分所得ベースの所得格差は、税・社会保障を通じた所得再分配後では低

下はしているものの、その低下度合が相対的に小さいことから、結果的に国際比較では、

むしろ米国に近い高さになってしまう（八代 2020、原・五島 2025）。 
こうした日本の所得再分配機能の低さは、所得税の比重が小さいことや、社会保障の大

部分を主として中所得階層間の所得再分配を担う社会保険が占めていることによる。これ

は、年金や医療・介護に特化した費用の負担は、一般財源よりも、それに特化した社会保

険で賄うことが政治的に容易との利点がある。しかし、その結果、垂直的な所得分配を担

う生活保護や福祉の比率が欧州諸国に比べて低いことが主因となっている。 
社会保険を通じた世代間の所得移転の制度は、その主たる受益者である高齢世代にとっ

ては、より充実した内容が望ましいが、他方で、その費用を負担する勤労世代にとって

は、税や社会保険料が持続的に増えることは望ましくない。この「世代間の利害対立」

は、個人単位での給付と負担の均衡原則にもとづく民間保険であれば生じ難い「政府の失

敗」のひとつといえる 11。 
このひとつの解決策としては、年金保険の財政方式として、各世代がその老後のための

年金費用を賄う積立方式への復帰がある（鈴木 2012）。日本の年金制度は、元々は積立方

式であったが、厳密な収支均衡を維持できない政治的な要因で、なし崩し的に現行の賦課

方式に移行しているという「政府の失敗」が生じている。 
また、医療や介護保険の費用について、そのすべてを社会保険で賄うのではなく、基礎

的なサービスに限定し、世代間移転の規模を抑制することがある。その上で、個人の選択

にもとづく上乗せサービスとの組み合わせを弾力的に行う。この保険と保険外サービスと

を弾力的に組み合わせる混合診療や選択的介護の活用は原則として禁止されており、これ

は規制改革の大きなテーマのひとつとなっている。 
この他、本来は政府の役割である「弱者の保護」を、民間の事業者等に法律で義務付ける

制度が、市場の効率性を阻害することがある。例えば、借地借家法が既存の借家人を過度に

保護することで、良質な借家の供給が抑制され、結果的に借家を希望する潜在的に多くの利

用者の利益が損なわれることがある。この規制の結果、借家の供給が流動性の高い単身者用

 
11 現在の勤労者世代もいずれ高齢化すれば同じ利益を受けることから世代間対立はないとの見方がある。

しかし、今後の高齢者比率が持続的に高まる社会では、現在の高齢者の受けているサービスは、後代世

代には維持可能ではない可能性が大きい。 
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住宅に偏り、家族向けの住宅は持ち家が主体とならざるを得ないため、郊外へのスプロール

化等、都市部の住宅市場に大きな歪みをもたらしている。 
 
1.5.景気変動の安定化 
不況期には家計消費や企業投資が抑制されるために、不況が累積的に悪化するメカニズ

ムが働くことがある。このため、ケインズ革命以降には、市場経済では避けられない大幅

な景気変動の安定化政策が政府の主要な役割となった。しかし、ケインズが前提としてい

たのは賢人政治であり、現実の政治の世界では、不況期の金融緩和・財政拡大政策が歓迎

される一方で、好況期の金融引締や増税には反対が多いという「マクロ経済政策の非対称

性」が生じ易い。元々、不況期に税収が落ち込み財政が赤字になる一方で、好況期には自

然増収で財政が黒字化する「財政の自動安定化メカニズム」が働いている。それにもかか

わらず、好況期には、「自然増収で財政に余裕があれば減税すべき」という政治的圧力が

強まる。その結果、政府支出は放置すれば常に肥大化する傾向があり、その結果、国債発

行への依存度が高まり、政府の債務残高が累積する。これを防ぐためには、「財政健全化

法」等で、財政赤字の上限を定め、歳出のスクラップアンドビルトを義務付ける必要があ

るが、実効性に乏しい。 
日本でも第二次安倍政権時の「異次元の金融緩和」の政策は、デフレ脱却には一定の効

果があったが、その正常化については時期尚早と慎重論が多くみられた。しかし、長期的

なゼロ金利政策には副作用が大きい。金利は金融市場の需要と供給を均衡させる役割があ

るが、それが人為的に抑制される状態が長期化すると、さもなければ金融市場で淘汰され

ていた筈の「質の悪い借り手」を永らえさせ、経済全体の生産性を引き下げる効果があ

る。 
なかでも最大の債務者である政府にとって、低金利は財政赤字の資金を調達する国債発

行コストを低め、財政収支均衡化への努力を抑制する誘因がある。このため日本銀行が国

債発行を引き受ける財政ファイナンスは、本来は禁止されていた筈である。それにもかか

わらず、日本銀行を政府の一部とする「統合政府 12」論では、国債をすべて日本銀行が購

入すれば問題はない等の意見が、主要な政治家の間にも見られている。 
異次元の金融緩和は、長期にわたる円安という「日本の労働力の安売り」をもたらし

た。これは輸出する企業には有利 13だが、輸入品価格の高まりで国民生活にはマイナス面

が大きい。また外貨建てで見た日本の株式が割安となり、株価の上昇や、円ベースで見た

海外の投資利益増等で資本所得は増えるが、それは海外に再投資され国内の生産活動や賃

金上昇には結びつき難い。こうした景気安定化における「政府の失敗」への監視が重要と

 
12 日本銀行は政府の子会社と考えれば、連結決算ベースでは赤字はないとの考え方がある。 
13 円安による外国人観光客によるインバウンド需要は輸出と同じであり、「安いニッポン」で大きく増加

した。これは消費需要の喚起には有効だが、日本人の貴重な労働力の安売りで国民生活の向上には結び

付き難い。 
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なる。 
 
以上のように、「市場の失敗」を補うべき政府の活動にも、様々な「政府の失敗」が存

在している。これへの対応としては、これまでの政府の活動範囲についても、市場原則を

活用するという視点が重要となる。これには、第１に、公的企業等の政府の収益事業の民

営化をさらに進めることがある。第２に政府の非収益事業についても民間への包括委託を

図ることがある。第３に、各省の行政目的の一部を、民間事業者の負担で行っている場合

には、そうした民間企業への競争制限的な行為の是正が必要となる。 
 

第 2 章 政府事業の民営化 
 

政府の市場介入が失敗する典型例のひとつが公的企業の運営である。多大な資本を要す

る公益性の高い事業について、民間企業ではリスクが大き過ぎる場合がある。しかし、経済

社会の環境が大きく変化し、公的企業の必要性が低下しているにもかかわらず、既存の利権

を守るために、その廃止や民営化が妨げられる場合も少なくない。 
例えば、政府が自ら民間事業者と同様な鉄道事業等を運営する場合、過剰な投資や低い料

金設定等への政治的な圧力から事業収支の均衡が困難となる場合が多い。このため、社会的

な役割を終えた公的企業の民営化が必要となる。この代表的な事例としては、中曽根政権時

の国鉄・電電公社、専売公社、および小泉政権時の郵政三事業等があった。 
また、政府が運営する事業の内、収益を目的としないものについても、民間に包括委託を

行うことで、より効率的な運営が可能となる。さらに、各省庁による電波周波数や空港の発

着枠の割当についても、政府が指定した条件の下で、市場での競売に委ねれば効率的で、か

つその売却代金は国庫の収入増となる。現行の政府が自ら実施している事業の内、なぜ政府

が自ら公務員を用いて運営しなければならないかについて、ゼロベースで検討することが

必要とされる。 
 

2.1.公的企業の民営化 
第二臨調以来、公的企業の民営化は進められており、国鉄・電々公社、専売公社、日本

道路公団、郵政三事業等の実績がある。もっとも、OECD 等の国際標準の「民営化

（privatization）」の定義は、公的部門の一部が政府保有の株式会社となるだけでは不十分

であり、政府がその保有する株式を、すべて民間に売却することを意味する。その点では

郵政三事業の「民営化」では、政府が持ち株会社の日本郵政の株式の約半分を所有し続け

ている以上、政府が大株主として経営に介入できることから、完全な民営化とは言えな

い。 
また、公的企業の民営化は、「分割民営化」でなければならない。さもなければ巨大な

公的企業が、巨大な民間企業となるだけであり、市場で独占力を行使できるからである。
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この点で JR や NTT が地域分割されたにも関わらず、「民営化」された日本郵政は、郵

便、銀行、保険等の事業別に分割されたに過ぎない。とくに政府が関与する官営銀行であ

るゆうちよ銀行が、巨大な規模のままで存続し続けていることは「中途半端な民営化」で

あり、金融市場に歪みをもたらすといえる 14。 
 

2.2.非営利事業の民間委託 
非営利事業の民間委託政府企業が、その株式をすべて民間に売却する民営化の対象は、

収益事業に限定される。しかし、それ以外の非営利事業についても、政府がその事業の所

有者としての責任を保持しつつ、サービスの質の維持など必要な要件を定めた上で、民間

に包括的な業務委託を行うことは可能である。 

これは地方自治体では、図書館等についての指定管理者制度として、既に実現してい

る。この国レベルの検討対象としては、①給付、徴収業務、②公的施設等の整備・管理・

運営、③統計調査、製造等、④検査・登録、資格試験等がある。 
これらの内、たとえば財務省の一部局が自ら行っている国有財産の売却事業についての

包括的な委託がある。政府が売却対象の不動産を決定すれば、後は民間の不動産会社に価

格決定等も含めて全面的に委ねれば、効率的なだけなく、払い下げ先についての政治的な

介入も防げる。また、政府直轄の製造業である財務省印刷局も、紙幣の高度な偽造防止技

術は民間の印刷会社に依存しており、全面的な生産委託も理論的には可能である。ここで

偽造のリスクについては、高額紙幣よりもはるかに高価なクレジットカードは、すでに民

間企業で製造されており防止策は講じられている。本来、印刷業は公務員でなければ可能

でない業務とはいえない。 
大きな焦点となったものが、第１次安倍内閣時の経済財政諮問会議で検討された公共職

業安定所である 15。これは民営化とは異なり、公的な組織としての公共職業安定所自体の

機能は維持する一方で、その事業の内、無料の職業紹介事業のみを、公務員ではなく、民

間企業に包括委託する仕組みである。ここで、民間委託の是非についても、「市場化テス

ト（官民競争入札）」が、初めて用いられた。これは官が担っていた公共サービス事業

を、民間に任せるか否かを、官の事業者と対等な立場で、そのサービスの質や価格面での

競争で判断するものであった。具体的には、全国の公共職業紹介所の内、規模の大きな東

京都の三つの箇所で、試験的に実施した。 
第２に、政府では別々の組織で行われている職業紹介と職業訓練等の事業は、一体的に

行うことで「範囲の利益」が得られる。これはとくに中高年求職者について質の高い職業

紹介をするために必要な特定の訓練を行うことや、訓練を通じて個人の特性について得ら

れた情報を紹介事業に生かすこと等である。第３に、職業安定所で働いていた公務員は、

 
14 このため郵便貯金の弊害を防ぐためには、郵政公社のままでも、その預金の限度額を大幅に引き下げて

「小さな官営銀行」とすれば良かったという指摘もある。 
15 この法改正は第一次安倍内閣時に閣議決定されたが、国会で審議未了となり廃案となった。 
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民間事業者では代替が困難で、慢性的な人手不足の労働基準監督署に徐々にシフトするこ

とで、労働行政部門全体としての生産性向上にも貢献する。 
この他、各省庁による検査・検定業務は、商品やサービスの質の不確実性を防ぐための

政府の役割である。このため、政府が責任をもって自ら実施するか、またはその委任を受

けた特定の公益法人の独占に近い状況となっている。しかし、各省庁が縦割りの基準で類

似の検査を独自に行うことは、検査を受ける民間企業にとって大きな負担となっている。

この典型例が保安四法で、高圧ガス取締法、消防法、労働安全衛生法、石油コンビナート

等災害防止法等における検査について、各々の基準の統一や重複検査の排除、国際基準と

の整合性等が課題となっている。仮に、これらを各省庁の委託を受けた民間の検査会社

が、各省庁の基準にもとづいた整合的な検査を一括して実施することができれば、検査を

受ける企業にとって、より効率的な仕組みとなる。 
 
2.3.公的資格の競争抑制効果 

公的資格とは、政府が専門的なサービスの質を保証するために、各々の分野で、それを

担う人材について、最低限必要とされる専門的能力を保証することが目的である。これは

専門的サービスの質についての不確実性という「市場の失敗」を補う政府の役割のひとつ

である。しかし、政府が公的資格を設定すると、関連する職能団体等が、その報酬を一定

水準以上に維持するために、新規の資格保有者数を制限するように政府に働きかける行動

が生じ易い。 
この典型例が裁判官、検事、弁護士等の資格を得るための司法試験である。本来、司法

試験は、法曹としての業務を果たすための最低限度の能力を保証する資格試験である。そ

れが事実上、合格者数を制限する大学入試のような競争試験となっている。司法試験の合

格者数は 1990 年までは年間 500 人程度に維持されていたものが、原則として法科大学院

卒業を前提とした 2006 年の新司法試験導入後は 2000 人台に増加した後、2024 年までの

10 年間平均では、年間 1500 人台（合格率 4 割台）で推移している 16。 
また、司法試験の受験資格は、法科大学院を卒業しなくても、筆記問題のみの予備試験

に合格すれば得られるという抜け穴がある。これには合格者には１年間の司法修習制度で

政府による訓練期間があるものの、受験勉強だけで法曹資格を得られることの妥当性が問

われる。これは同じ高度専門職である医師の場合には、6 年制の医学部卒業を前提として

医師国家試験に合格することでその資格が得られることと対比される。医師試験の合格者

数は 9000 人台で、医学部卒業という実績に裏付けられていることから、その合格率が９

割台と高い水準にある。 
法曹資格者への需要の内容は多様である。現代の社会では、経済・経営や医学等、法律

以外の専門的な知識も備えた高度で多様な法務サービスが求められている。また、企業の

 
16 司法試験合格者の内、法科大学院を終了しない予備試験合格者が 3 分の 1 を占めている。 
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国際活動が高まる下での外国企業等との紛争処理には、さらに高度な法技術が要求され

る。他方で、今後、高齢者の増加で、遺産や離婚等、家族間の紛争への対応も増えること

から、そうした分野の専門家も必要となる。このように、法曹に求められる資格内容に大

きな差があるなかで、法務サービスの専門家の供給量を一律に制限することの社会的なコ

ストは大きい。 
特定の公的資格者数を制限する手段としては、資格試験だけでなく、それに関連した大学

の学部の新設・拡充を抑制する仕組みが文科省にある。これは「大学、大学院、短期大学及

び高等専門学校の設置等に係る認可の基準 17の第 4 項で、「歯科医師、獣医師及び船舶職員

の養成に係る大学等の設置若しくは収容定員増又は医師の養成に係る大学等の設置でない

こと」と明記されている。 
この内、獣医学部について、鳥インフルエンザ防止や新薬開発のための大型実験動物の管

理等、従来の家畜分野だけに対応しない獣医師への新しいニーズが高まっている。それに応

えるための国家戦略特区を用いた獣医師学部の新設について政治問題が生じたが、これは

獣医師数を厳しく制限していた獣医師会の既得権保護に根本的な要因があった。 
今後、少子化で 18 歳人口が減少することから、既存の大学の定員数が過剰になるため、

その新設を制限する必要性が唱えられているが、それは既存の大学の既得権保護に結び付

くことになる。大学市場の健全な競争維持のためには、新規参入を認める一方で、既存の大

学の円滑な撤退を促進する仕組みの構築が必要となる。 
 

2.4.公権力の行使 
政府でなければできない「公権力の行使」の対象範囲をどこまで規定できるか、または「公

務員でなければできない仕事とは何か」は、規制改革の大きな課題である。これは公的企業

の民営化だけでなく、非収益事業である一般政府（公務）の分野でも、民間への包括的な委

託を通じて民間人の活用する場合の障害となる。 
行政法では、私人が許可を得て行える公権力行使の事例としては、確認、検査、認証、

滞納処分等がある。こうした業務を行う場合に必要な専門的な能力を備えていれば、政府

機関だけでなく、その委託を受けた民間事業者でも可能である。その際に、どうすれば公

務員と同様な信頼性が保証されるかが大きな争点となる。 
これについては、すでに、駐車違反の取り締まり、刑務所の運営業務の一部、労働基準監

督署業務、図書館等の指定管理者制度等がある。今後の可能性としては、公共職業安定所の

職業紹介や失業者の認定、税金・社会保険料の徴収業務等がある。これらについては、既に

類似の業務が民間企業等で実施されており、それとの兼業の形で行えば、行政コストの削減

が可能となる。 
第１に、駐車違反の取締り業務がある。これは公権力行使の典型例としての警察官の業務

 
17 平成十五年三月三十一日文部科学省告示第四十五号）最終改正 平成二五・二・二八 
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に含まれるが、規制改革会議との協議で、その民間事業者への開放が、2006 年の道路交通

法の改正で実現した。この民間開放の背景として、駐車違反数が多く、反則金等では抑止力

も小さいが、犯罪である以上、警察の手続きコストが大きくなり、駐車違反をしても見つか

る確率が低いという構造的な問題があった。 
ここで駐車違反という行為を、運転者の犯罪と車両の所有者の道路への放置行為の二つ

に分け、後者は粗大ゴミの放置等に対する行政罰の対象であるため、民間人でも取り締まり

が可能という法的整理がなされた。一般に、駐車違反の場合、運転者は不在であり、その場

合には車両の所有者の責任となる。ここで警察から駐車違反の取締りを委託された民間の

駐車監視員は、車両に確認標章の貼り付けと、駐車状況の撮影や違反情報の控え、現場略図

などを作成し、違反車両であることを警察の端末に登録する。この民間監視員は、公務に従

事している時には公務員として扱われる。これは業務に関わる秘密保持の義務や、賄賂を受

け取ると罰則が適用され、駐車監視員の公務の邪魔をした者は公務執行妨害の罪に問われ

る。 
この駐車監視員の業務は単純でコストも低いことから、駐車違反の減少効果は大きい。そ

の結果、駐車違反に伴う交通事故数の減少や道路利用の効率化、および有料駐車場への需要

が増え、その稼働率も高まった。まさに公務員と民間人との連携の好事例といえる。 
第２に、公共職業安定所業務の民間委託である。その検討の際の争点の一つに、失業者の

認定業務があった。失業給付を受給するためには、本人に就職する積極的な意思があり、い

つでも就職できる能力があるにもかかわらず、職業に就くことができない「失業の状態」に

あることを確認するため、原則、月２回の求職活動を報告し、４週間に１回、失業認定を受

ける必要がある。ここで職業安定所の担当者は、求職者の失業認定申告書を読んで面接し、

その真偽を判断するが、これは厚生労働省からは、求職者の財産権に関わるもので、民間人

にはできない公権力の行使とされた。しかし、公務員なら失業認定に恣意的な判断をしても

良い筈はなく、一定の判断基準がある筈で、その定められた基準に従って民間人も判断すれ

ば良い筈である。なお、民間の駐車違反摘発員と同様なみなし公務員規定を設ければ、公務

員でなければできない業務とする根拠は乏しい。 
第３に、安全にかかわる検査である。これについて、すでに専門的能力をもつ民間の登録

検査機関に業務を代行させる仕組みは存在している。また、自動車の所有者に対して、道路

運送車両法で義務付けられている車検は、民間の指定整備工場で受けることができる、事実

上の検査サービスである。これらをさらに拡大させる必要がある。また、政府による安全規

制は、民間の損害保険への加入の義務付けとの代替性もある。保険会社は、加入する事業者

の安全対策の基準を過去の実績も含めて保険料を定めている。このため一定水準の安全規

制に達すれば良いのではなく、さらに保険料を節約するための安全基準の強化を進めるイ

ンセンティブが働く点で優れている 18。自動車の所有者は、すでに自賠責保険への加入が強

 
18 これは公害防止のための規制と環境税との代替関係と類似している。 
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制されていることから、その料率を安全検査を確実に受けることで引き下げるように、安全

規制とのリンクを図ることで効率的な事故防止を実現できる（八代・伊藤 2000）。 
 

2.5.社会保険の機能 
任意加入の民間保険に比べて、国民全員が強制的に加入しなければならない社会保険に

は、年金、医療、介護、雇用、労災等がある。ここで社会保険制度が必要なことと、それ

が政府でなければできない固有の機能とすることは分けて考える必要がある。社会保険に

ついても、政府が巨大な保険事業を自ら運営する場合には、「給付は多く、負担は少な

く」という政治介入を招き易いなど「政府の失敗」が存在する。また、医師会等の業界団

体による診療報酬の定め方についての影響力も働き易い。 
元々、そうした弊害を防ぐために、一般財源とは分離された形で、社会保険給付は社会

保険料で賄われる収支均等の「保険原則」が定められている。しかし、そうした原則にも

関わらず、国民年金や国民健康保険には、５割の国庫負担があるが、これは加入者の保険

料負担の軽減がひとつの理由とされている。しかし、こうした個人の所得水準に関わらな

い一律の国庫負担は、非効率な所得再分配の典型例といえる。社会保険における国庫負担

の本来の役割は、政府が低所得層の社会保険料を「肩代わり」する所得再分配策の一環と

して位置付ける必要がある。 
仮に、政府が社会保険を運営する必要性の根拠を国民の強制加入の必要性だけに求める

のであれば、それは米国の医療保険（オバマケア）や、日本の自動車賠償責任保険のよう

に、政府が個人や企業に対して、民間保険への加入を義務付けることでも、基本的には実

現できる 19。もっとも、特定の患者について巨額の医療費が必要な場合、零細な民間保険

では対応できない場合もあるが、これに対しては再保険制度や高額療養費制度の活用で対

応できる。 
社会保険の運営は収益事業ではないため、民営化にはなじまない。しかし、零細な市町

村が国民健康保険制度を自ら運用するのではなく、複数の市町村が大手の保険会社等に、

その運営を委託する可能性がある。 
社会保険料については、税金と同様に政府に強制的に徴収される。このため税と社会保

険料の合計を国民所得で割った「国民負担率」が５割を超していることから、江戸時代の

農民の年貢率５割（「五公五民」）よりも高いとの批判がある。しかし、これは誤解であ

り、年金や医療等の社会保険料は、強制ではあるものの、被保険者にとっての具体的な保

険サービスの対価である。仮に、社会保険制度がなければ、個人は民間保険に加入する場

合が多い点でも、明確な対価のない所得税等とは区別される 20。 
 

 
19 年金保険のような超長期の契約は民間企業ではリスクが大きいとの考え方もある。 
20 所得税法では個人の社会保険料は所得税から無制限に控除されているが、その根拠として「二重課税」

があげられていることは、本来の社会保険の原則と整合的とはいえない。 
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第 3 章 政府が関与する競争制限的行為 
 
市場における競争制限的行為は独占禁止法で規制されるが、それが各省庁の政策によっ

て暗黙の内に支持されている場合には、その適用は困難となる。これも「政府の失敗」の

ひとつの形態である。 
 

3.1.コメの減反政策 
各省庁が管理する競争制限的な行為の典型的な例がコメの減反制度である。戦後の食料

不足の時期に、消費者のためにコメの供給を確保するための食料管理制度が、生産者のた

めに価格を維持する制度へと変化した。この背景には、コメの生産量の拡大と食生活の変

化等からコメの需要量が傾向的に減少する下で、価格の持続的な低下が生じたことがあ

る。その結果、生産性の低い農家が市場から退出することで、市場の需給関係でコメの市

場価格が決まるのではなく、強力な政治力を持つ JA(農業協同組合中央会)により、行政に

よる供給量を抑制する減反政策が取られた。 
これが、2018 年から、産地や生産者が中心となって需要に応じた多様な食用米の生産・

販売を行う政策へと転換した。ここで国内需要を上回るコメの生産量を、海外市場への輸

出を目指す代わりに、農水省は食用米と代替的な飼料米の生産のために農家へ多額の補助

金を給付することで、間接的に食用米の生産を抑制し、食用米の価格を維持してきた。そ

れが 2024 年には、生産調整の見通しの誤りからコメ価格が高騰し、消費者から大きな非

難を浴びた。 
これは全国的にコメの需給をコントロールしようとする「政府の失敗」である。また、

現行制度は、コメの生産調整について、農水省ではなく、生産者が独自に行っている仕組

みとしている。しかし、食料管理法等の法律に基づかない生産調整を、民間の農業協同組

合が行うのであれば、それは事実上、民間企業のカルテルと同じであり、本来は独占禁止

法の対象となる筈であるが、現実には適用されていない。 
これは同じ農家保護であっても、諸外国のように、生産調整と無関係に農家への直接補

助方式に転換すれば、主業農家の利益は守られるだけでなく、食用米の価格は下落し、消

費者の利益となる。また、海外への輸出を行う大規模農家が増えれば、若者の雇用機会も

増え、農村の活性化にも結び付く、本来の農業政策といえる。 
 

3.2.タクシーの需給調整規制 
タクシーについても政府の市場介入が実施されている。まず料金については、同一地

域・同一運賃制の原則を掲げるとともに、特定地域内のタクシーの需要見込みに合わせて

供給を制限する「需給調整規制」が維持されていた。しかし、タクシー需要は価格弾力性

が大きく、また時間帯や天候等にも依存するもので、政府があらかじめその需要を予測す

ることは困難である。それにもかかわらず、タクシー会社の収入を確保するために供給制
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限的になり、とくに深夜等に利用者に長い待ち行列を強いることになる。 
このため料金は地域ごとに定められた一定の額の範囲内であれば、各タクシー事業者の

裁量で運賃を自由に定められるとともに、2002 年にはタクシー台数が、免許制から事後の

届出制となったことで一挙に増加した。この結果、運転手一人当たりの収入が低下したこと

で「規制緩和の失敗」とされ、2007 年の「タクシー業務適正化特別措置法の改正」で見直

しが行われた。しかし、これはタクシーの供給制限の緩和のみで、運賃規制は原則維持され

たことによる「非整合的な規制緩和」により、供給増に見合った需要の増加という、本来の

規制緩和の効果が実現しなかったことによる面も大きい。 
ここで特定の地域のタクシー料金の決定について、独占禁止法違反が適用されたことが

あった。これは 2011 年に新潟県のタクシー会社２６社につき、価格カルテルを結んで運賃

を値上げしたとして総額 2 億円を超える課徴金が初めて課されたものであった。なお、こ

の場合に、公正取引委員会は、陸運局による具体的な行政指導がなかったことを、その根拠

のひとつとしている 21。 
タクシーへの規制は、その代替的なライドシェア事業への原則禁止と一体的となってい

る。タクシー運転手の持続的な減少と高齢化により、とくに地域交通手段の不足が深刻化

している。このため、タクシー事業者の管理の下で、地域の自家用車や一般ドライバーを

活用することで補う「自家用車活用事業」が 2024 年に創設された。これは他の先進国で

幅広く普及しているライドシェア（プラットフォーム企業が事前に登録済みの自家用車の

運転手と乗客をマッチングする仕組み）が禁止され、その代わりにタクシー会社が一般の

運転手を臨時的に雇用する仕組みである。しかし、ライドシェアの大きなメリットは自家

用運転手のすき間時間を活用した「兼業」にあり、本来の業務に支障のない範囲で乗客を

乗せる仕組みで、追加的なコストは安く、またタクシー運転手のような待機時間の必要性

もないことから時間当たりの生産性は高い。こうした新しいビジネスの発展が、既存のタ

クシー事業者の利権を守るために実現できないという「政府の失敗」が生じている。 
  

3.3.電波周波数の割当 
電波の周波数は、行政（防災等）、放送（テレビ等）、携帯電話にまで幅広く利用されて

いる。日本では、この周波数の配分を政府が一元的に行ってきたが、他の先進国では競争

入札方式が採用されている。これは、政府には周波数を有効に活用した事業の先行きを判

断することが困難なためである。これに対して競争入札の落札者は、その払い込金を含め

た投資を回収するだけの電波を効率的に活用して事業を行う見込みがあるためである。そ

の場合、政府の役割は、周波数の割当手続きの透明性を確保することにとどまる。 
他方で、日本では政府は競争入札による価格の高騰や特定の事業者への集中を懸念して

いたが、2025 年に、通信用電波を価格競争で配分するオークション方式の導入を盛り込ん

 
21 https://ls.lawlibrary.jp/commentary/pdf/z18817009-00-120531420_tkc.pdf. 
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だ改正関連法が可決された。これで遅まきながら、市場を活用した規制の在り方が日本で

も活用されることになる。 
これと同様な行政による配分方式として、空港の飛行機発着枠の配分がある。これは航

空会社毎の割当だけでなく、混雑する朝夕の時間帯について、単に古くからの航空会社の

権利を尊重する先着順ではなく、競争入札の活用で、新規の航空会社の参入が容易になれ

ば、それだけ競争が活発となり、消費者の利益ともなる。 
 

3.4.株式会社排除の論理 
市場経済体制の日本で、営利を追求する企業の参入を禁止、ないし非営利事業者との対等

な競争を阻害する「官製市場」が、多様な産業分野に広がっている（八代 2005）。これは企

業による営利の追求で消費者利益が損なわれるという伝統的な考え方にもとづいている。

しかし、特定の企業による過度の営利追及を防ぐためのもっとも効果的な手段は、市場にお

ける事業者間の競争であり、それには多様な事業主体の参入自由化が基本となる。この政府

による株式会社の参入の禁止や税制上の不公平が生じている「官製市場」の代表的な例とし

て、農業、医療、介護、教育の分野がある。 
 

3.4.1.農業分野 
農業においては、農地法の耕作者主義 22を根拠に、自然人でない株式会社は農地を取得で

きないとされているが、他方で農家が設立する農業法人は容認されている。農業は大規模経

営によるコストの低下や農産物の加工も含めた高付加価値化で利益を高められる普通の産

業である。農家の高齢化で耕作放棄地が増えている中で、そうした農地を集約化するために

は法人経営の拡大は有効な手段となる。日本では零細農家が大部分を占めているが、これに

は企業による農地取得が禁じられていることが大きい。この背景には農村社会では、JA 農

協が、本来の営農事業だけでなく、巨大な保険や銀行事業を持つことから、競争相手の株式

会社を排除する手段として、農水省に政治的な働きかけを行っていることがある。 
過去にはそれまで禁止されていた株式会社の農業参入が、構造改革特区を活用して、耕作

放棄地を賃貸して営農事業を行うことが実現し、その後全国展開された。しかし、農地の購

入に関しては、国家戦略特区において株式会社による農地保有の実績があるにもかかわら

ず、2025 年段階で、未だ全国展開は実現されていない 23。こうした株式会社の農地購入の

禁止という、明らかな競争制限行為が放置されているという「政府の失敗」がある。 
 

3.4.2.医療分野 

 
22 農地法第 1 条の「農地はその耕作者みずからが所有することを最も適当であると認めて」という、本

来、小作人ではない自作農主義を示したもの。 
23 これは「構造改革特区への転換」により、自治体が手を挙げればどこでもできることにはなった。しか

し、政治的な圧力から自治体だけでは事業の実施が困難なことから国家戦略特区の対象とした趣旨では

本来の目的は実現されていない。 
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医療の分野では、医師と患者の間に「情報の非対称性」があり、医療機関の収益を増やす

ために患者に不利益が及ばないように、利益を追求する株式会社等の参入が禁止されると

している。もっとも、株式会社が医療機関を経営できない」という規制は、「医療法人の剰

余金の配当禁止（医療法第 54 条）」に準拠しているが、これは医療法人に対する規制に過ぎ

ず、株式会社の参入禁止を定めた明確な規定はない。 
他方、一般の医療法人は、非営利と称されているが、寄付行為にもとづく社会福祉法人等

とは異なり、出資者の持ち分は保全されている。医療法人の解散時には資産の分配を受けら

れる点では、その実態は「配当しない企業」と同様である。このため厚生労働省は、新規の

医療法人の設立は、社会福祉法人等と同様な「出資者の持ち分なき医療法人」に限定してい

るが、旧来の持ち分のある医療法人は、66％（2022 年）と、いぜん高い比率を維持してい

る。 
株式会社病院を排除することの根拠として、株主の高配当要求に応えるために、患者の利

益を無視した利益追求を行うというものがある。しかし、病院経営には多くの資本が必要で

あり、株式発行による調達ができなければ銀行借り入れや社債しかない。その返済のための

資金を確保するために多くの収益をあげなければならない点では同様である 24。医療法人

の資本調達手段が株式ではなく銀行借入ということだけでは非営利性を保証するものでは

ない。また、逆に株式会社が経営する医療機関でも、例えば配当制限や一定の範囲内での不

採算医療の義務付け等を条件にすれば、現行の医療法人と遜色ないといえる 25。 
株式会社が経営する病院の大きな利点は、資本調達の容易さと、経営の悪化した病院や診

療所の買収を通じて、多様な医療機関や福祉施設等のネットワークを構築できることであ

る。大規模な医療機関経営により、医療スタッフの育成や専門医の確保、医薬品の一括購入

でコストの削減等のメリットがある。また、全国的な病院ネットワーク事業者は、医療サー

ビスの安定的な供給や質の高さのコーポレートブランドを確立できる。そうしたネットワ

ーク事業者が複数存在し、それらの間の競争状況が実現すれば、それだけ患者の利便性は高

まる。営利・非営利病院間の対等な競争を通じて、利用者の多様な医療ニーズに対応し、満

足度を高めていく仕組みを構築する必要がある。 
 

3.4.3.介護分野 
2000 年の介護保険設立後は、企業による在宅・通所介護サービスへの参入は全面的に認

められた。これは傾向的に増加する要介護高齢者に対応するためには、従来の公立や社会福

祉法人だけでは十分な供給量が確保できないという認識が、当時の厚生省には存在したた

めである。しかし、この例外が施設介護であり、特別養護老人ホームには株式会社の参入が

禁止されている。 

 
24 銀行債務は配当と異なり、経営が赤字でも返済を義務付けられるため「債務奴隷」という見方もある。 
25 例えば地域の病院が不採算で廃業することを防ぐために、地域住民が出資して配当を期待しない株式会

社病院の形態で存続させる可能性もある。 
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この背景には、特別養護老人ホームは、歴史的にも措置入所等、低所得高齢者層の重度要

介護者に対応する使命を果たしており、その事業の継続性が担保されるためには、非営利の

社会福祉法人でなければならないという主張がある（全国老人福祉施設協議会 201626）。も

っとも、こうした営利・非営利という事業者の主体にもとづく規制には様々な抜け穴があり、

社会福祉法人等の非営利法人でも、実質的な営利の追求も可能である 27。これに対して公正

取引委員会は、特別養護老人ホームの待機者が多い現状に触れ、「特養の開設主体の規制を

撤廃し、医療法人や株式会社などが社会福祉法人と対等の立場で参入できるようにするこ

とが望ましい」との報告書を提出している(公正取引委員会 2016) 28。 
 
3.4.4.教育分野 
教育分野では、文科省の管理下にある国公立や学校法人設立の学校が主体となっており、

株式会社による大学等への新規参入は例外的にしか容認されず、その場合でも税制上の優

遇措置がないこと等で、対等な競争関係にはない 29。学校法人は、寄付行為にもとづいて設

立され、医療法人等とは異なり、内部に利益を蓄積することはできない。また資金調達の際

は金融機関からの借り入れしかない。しかし、これには様々な抜け穴が可能なことは社会福

祉法人と同様である。公益事業に対しては電力会社のように供給義務などを課せばよく、そ

の資本調達の手段（寄付か株式・銀行借入か）を制限すべきではない。株式会社が排除され

ることで、新規参入が抑制されるとともに、明確なガバナンスに欠ける非営利法人が主体で、

資本の調達力も乏しく、コーポレートブランドも確立し難い。 
以上のように、政府による参入規制は、既存の事業者を保護し、利用者の選択の自由を妨

げている。消費者の利益を守るためには、多様な経営主体の事業者による活発な市場参入で、

消費者に選ばれなければ企業が利益を得られないような競争市場の育成維持・発展であり、

これが政府の主要な役割である。 
 
第 4 章 規制改革への歴史的接近： 
 
4.1.規制改革の検討主体 

1981 年に設置された第二次臨時行政調査会（第二臨調）では、豊かな財源を生み出した

高度経済成長の終りにともなう財政収支の悪化を防ぐために、「増税なき財政再建」の政治

目標が掲げられた。このために、行政の守備範囲を見直す官業の民営化と、経済活性化のた

めの規制緩和が、行政改革の二本柱となった。ここでの大きな課題であった官業（国鉄、電

電公社、専売公社）の民営化はある程度まで実現され、長期債務の棚上げや事業活動に対す

 
26 https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/kenkyukai/kaigo/kaigobunnya-1_files/siryo4.pdf. 
27 例えば、特別養護老人ホームを経営する社会福祉法人の剰余金を、同じ経営者が所有する企業との取引

を通じて移転（transfer pricing）することで、実質的にその配分を受けることができる。 
28 https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h28/sep/160905_1.html. 
29 小泉政権時の構造改革特区でデジタルハリウッド大学が正式の大学として認められた。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%98%E6%A5%AD
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る政治介入の抑制等から、民営化後に収支が大幅に改善したケースもあった。 
1998 年には、第二臨調の後継機関として臨時行政改革推進審議会（行革審）が設けられ、

行政管理庁に「規制緩和委員会」が設置された。また、平成９年の中央省庁等改革基本法で

も、省庁再編成・内閣機能の強化、地方分権等の行政改革と合わせて、民間企業の自由な活

動を抑制する規制の緩和が、主要な政策目標として明記された。ここでは規制見直しの５つ

の基準（基本法 44 条）として、民間自由意思尊重、市場原理優先、国際的整合性、手続簡

素化、説明責任明確化が掲げられた（増島 1999）30。これにもとづき、政府は 1995 年に

「規制緩和推進計画」を閣議決定し、その内容が３年毎に改定されるという規制改革の基本

的な仕組みが定められた。 
この規制緩和委員会は、1999 年に規制改革委員会へと名称が変更された。これは、経済

社会環境の変化に対応しない旧来の規制の撤廃・緩和を意味していた「規制の緩和

（deregulation）」だけでなく、市場競争を促進させるための競争法等の規制は、むしろ強

化することが必要となる。このため OECD に倣って「規制の改革（regulatory reform）」

に変更された 31。また、恣意的な行政や判例法しかないために、企業や個人の権利関係が不

明確な場合には、それを改善させるための新たな法律等の制定等も含まれる、より包括的な

概念となる。 
さらに、法律や規制は、その経済的な影響を必ずしも考慮しない形で制定や運用される場

合もあり、本来の法目的に反する効果をもたらす場合も少なくない。その意味で、所与の規

制がもたらす経済社会的な「規制の効果分析（Regulatory Impact Analysis, RIA）」にもと

づいて必要な改革を行うという、広い観点が必要となる。 
また、2001 年には、小泉純一郎政権の誕生とともに、規制改革委員会の事務局を内閣府

に移動し、総合規制改革会議が設置された。これは３年間の時限措置として内閣府設置法に

基づき、総合規制改革会議令に明記された機関であった 32。ここでは、既存の規制改革だけ

でなく、「官業の民間開放」として、公的企業や政府の非収益事業も含む行政の効率化を対

象としていた。 
 

4.2.規制改革（緩和）３か年計画  
規制改革の横断的に進める 3 か年計画では、以下のような基本的な原則が示されている。 

① 各種の参入規制の見直しで、政府が需要を予測して供給を制限する需給調整措置の廃止、

外国企業の日本市場への参入阻害要素の除去、営利法人等に対する参入規制の是正等で

ある。 

 
30 https://www.cao.go.jp/sasshin/kondan/meeting/2012/0507/pdf/s3.pdf. 
31 例えば新しい電気通信分野等で、省庁による恣意的な裁量行政ではなく、公正な競争条件の整備に向け

たルールを定めることがある。 
32https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12363678/www8.cao.go.jp/kisei/giji/03/001/siryo.html. 
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② 認可、届出等の見直しで、免許制から許可制・認可制等へ、さらにこれらの届出制への

移行を進める。また、事前届出制の原則を事後届出制に改める。 
③ 公的資格制度について、業務独占規定、資格要件、業務範囲等の資格要件を見直す。 
④ 基準・規格及び検査・検定を見直し、規制の設定又は改廃に係る意見提出手続（パブリ

ックオピニオン）を定めた。 
⑤ 規制の新設審査等で、新しく制定される規制には「見直し条項」を導入するとともに、

規制の必要性、期待される効果、予想される国民の負担等についての検討結果を公表

する。 
こうした原則にもとづき、民間委員と各省庁との折衝により合意した規制改革の内容が

閣議決定され、それに基づく各省庁の法改正が実施される。これには、すでに合意した規

制改革の内容が実施されているかにつての検討も含まれる。 
 

4.3.経済的規制と社会的規制 
政府の規制は、自由な市場取引にもとづく市場経済への介入である以上、その必要性を明

確に示す「説明責任」がある。過去の政府の答申等によれば、経済的規制と社会的規制に分

けた説明がなされている 33。まず規制改革の当初の主要な対象は経済的規制であり、「市場

の自由な動きに委ねておけば、財・サービスの適切な供給や望ましい価格水準が確保されな

いおそれがある場合に、政府が、個々の産業の生産量や価格等を直接規制することによって、

消費者の利益を図ろうとするもの」としている。具体的には、公益事業等の規模の経済性や

資源の希少性などによって自然独占性が強い産業や、信用秩序の維持や緊急時の安定供給

の確保の観点からの規制の必要性を示している。この他、各省庁所管の事業の参入規制や価

格規制等が対象となった。 
他方、社会的規制については、「消費者や労働者の安全・健康の確保、環境の保全、災

害の防止等を目的として、商品・サービスの質やその提供に伴う各種の活動に一定の基準

の設定や制限を加える場合」としている。これは、消費者や労働者の安全性の確保や環境

保全、災害防止等のためには、事業者に様々な基準・制限を設ける規制が必要とされてい

る。 
このように経済的規制と社会的規制に分けたことは、経済的規制は原則自由に、また社

会的規制は自己責任を原則に必要最小限にと、規制改革の目標に、一定の差をつけること

に目的があった 34。しかし、現実には両者の境界線は曖昧であり、社会的規制の内には、

「過当競争の防止」という名目で、実質的に既存の事業者保護の役割を果たすものも見ら

れる。 
この社会的規制では、経済的規制と異なり、その原則自由化ではなく、「透明化・簡素化」

を図ることにとどまった。これは社会的規制の分野では、サービスの利用者と供給者との間

 
33 臨時行政改革推進審議会（第２次行革審）の「公的規制の緩和等に関する答申」（1988 年） 
34 1993 年の細川護熙首相（当時）の私的諮問機関での「平岩レポート」で明記された。 
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に「情報の非対称性」が大きく、利用者を保護する必要性が高いためとされる。このため政

府による安全面の規制の他、事業者に対して「非営利性」が求められ、利益を追求する株式

会社の参入は禁止ないし制限される場合が多い。 
例えば学校教育法では、国公立や学校法人立の学校のみを非営利事業として、法人税等の

免除や私学助成金を給付している。このため一部の株式会社立大学や外国大学の日本校等

は、その教育水準の高さにかかわらず、私学助成金だけでなく税制上の優遇措置も受けられ

ない。利用者の立場から見れば、重要なのは教育や介護サービスの質の高さであり、事業者

が営利か非営利かではないにもかかわらず、税負担面での公平な競争条件が欠けていると

いう問題がある。 
このため、事業者の経営主体別の規制ではなく、その「行為にもとづく規制」への転換が

必要である。例えば電力企業等は、株式会社であるが、そのサービスを不採算地域にも提供

する「供給義務」を果たすことで公益事業として位置付けられる。 
なお、この学校法人や社会福祉法人の税制上や助成金等での優遇措置は、憲法 89 条の「公

金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維 持のため、又

は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用

に供してはならない」にもとづくものとされる。これが税制上の優遇措置を受けるためには、

文科省や厚生省による「公の支配」を受けなければならないとされており、規制改革の対象

外と見なされている。 
 

4.4.特別区域法（特区） 
社会の実情に合わなくなった国の規制を、特定の地域を限定して改革し、当地域を活性化

させることを目的として、小泉純一郎政権の 2002 年度に、地方自治体主体の構造改革特別

区域法が創設された。この特区の事業は、既存の法規制に一定の特例を設けることで実施さ

れるが、その実施後の評価を通じて、本体の法規制を改革し、事実上の全国展開を図る仕組

みである。その後、2013 年にも、安倍晋三政権下で、より国の関与を強めた形態の国家戦

略特区も設立された。 
 
4.4.1. 構造改革特区 
規制改革を進める上での大きな障害のひとつが、それにともなう社会的な弊害がないこ

とを示すべきという規制当局の主張がある。しかし、現実に実現していない規制の効果につ

いて、事前に「弊害がないこと」の立証は困難である。これに対応するために、地方自治体

の責任で、地域を限定して規制の特例法を実施することで、規制改革のメリット・ディメリ

ットを実験することができる。 
この特区の設立には三つの段階がある。第 1 に、特区における規制改革の提案募集を年

２回実施し、これには自治体だけでなく、企業や個人でも自由にできる。第２に、その提案

にもとづき、担当する規制改革会議のメンバーが各省庁と交渉し、そこで合意できた規制改
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革のリストを、年 2 回の特別区域法の改正時に盛り込む。第３に、ここで示された規制改革

リストを組み合わせた特区を、地方自治体が自らの責任で申請する仕組みである。その意味

で、この構造改革特区は、規制改革だけでなく地方分権を促進する仕組みでもあった

（Yashiro 2005）。ここで自治体が申請する特区の数には制限はなく、ほぼ自動的に認定さ

れる。この数は 458（2023 年 9 月）に達している 35。なお、各省庁との交渉の過程で、特

区自体の設立なしに元の法規制自体を改正した例も少なくない 36。 
この特区については、以下のような特徴があった。第１は、規制改革のリストは、その提

案者だけでなく、誰でも幅広く利用できることである。これは特区が特定の地域振興の手段

だけでなく、将来の全国展開のためのひとつの段階として位置付けられているためである

37。 
第２は、特区にリンクした補助金や税制上の優遇策を付けず、規制改革を主体として新し

いビジネスを展開することに力点が置かれた。これは従来の地域振興策が国の補助金頼み

が多かったことの反省と、財政的な制約で特区の数に制限を設けないことがある。他方、特

区への補助金へのニーズも高く、後に民主党政権の下で 2011 年に設立した総合特区は補助

金付きであった。 
第３は、特区での規制改革を活用した事業の評価の手法であり、これが特区の成果を全国

的な規制改革に結び付けるためのカギとなる。各省庁との規制改革をめぐる交渉では、既存

の規制のある状況がベースラインとなり、その規制が改革されることで弊害が生じないこ

との立証責任が規制改革会議側に求められ易い。例えば企業に農地所有を容認すれば産業

廃棄物処理に利用されかねないという。これへの対応として、構造改革特区の評価では、規

制改革による事業開始後、最短で 1 年以内に特区評価委員会を設置し、特定の規制改革を

用いた事業の弊害の有無について担当省庁による報告を受けることとした。ここで担当省

庁が明確な弊害を実証できなければ、規制改革による明確な成果がなくても、規制の全国展

開を求めた。これは「規制する側に「規制の必要性」を立証する責任を求める」という規制

改革の原則にもとづく仕組みである。 
 
4.4.2. 国家戦略特区 
国家戦略特区は、民間からの規制改革の提案を受けて各省庁と折衝する仕組みは構造改

革特区と基本的に同様であるが、より国の関与が強まっている。構造改革特区では、単に自

治体から申請された特区を事務的に承認するのみであったが、国家戦略特区では、内閣府が

特定の特区に関連する自治体と事業者と「区域会議」を設置し、そこで具体的な事業プラン

を承認するプロセスが伴うためである。 

 
35 この数には規制改革の全国展開で事業は残るが特区としては消滅したものも含まれる。 
36 これは各省庁自体が改正の必要性を認識しており、特区協議を契機に法改正された。 
37 これは沖縄振興特別法にもとづいて設立された沖縄県の経済発展のためだけに設立された沖縄特区との

大きな違いである。 
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これらの違いのひとつの要因は、事業者が規制改革を活用したビジネスを始めた際に、隠

れた規制が障害になる場合 38もあり、そうした場合にも区域会議が規制改革を利用したビ

ジネスをサポートする体制を作ったといえる。他方で、そうした手厚いサポートを実施する

ためには、国家戦略特区諮問会議の認定が必要となり、2025 年で 15 区域（事業数では 509）
となっている。 

また、同じ内閣府の組織の内で、国家戦略特区の所管は、規制改革担当大臣ではなく、地

方創生担当大臣に移された。これは地方創生のための政策の重要性に基づくものであろう

が、いずれにしても、その最終的な目標は「規制改革の全国展開」であることに変わりはな

い。もっとも、その結果、同じ規制改革を担う事務局が分断されることにもなった 39。 
 
おわりに 
 

「政府は何をすべきか」については財政学等の蓄積があるが、逆に「政府は何をすべき

ではないか」についての研究は乏しい。米国のトランプ政権では、「政府効率化省

（ Department of Government Efficiency、DOGE）」が設置されたが、それ以前のレーガ

ン政権時代から連邦政府の過剰な規制を監視する強力な組織が設けられていた。これは米

国と比べて議会よりも行政府が、実質的な立法過程も含めて、大きな権力をもつ日本にこ

そ必要なものといえる。 
既存のあらゆる制度や規制は、それが設立された当時は合理的なものであっても、経済

社会の変化の下で、市場の効率性を損ねるものとなる。これが日本企業の国内への十分な

投資を妨げる主な要因となっている。それにも関わらず、既存の各省庁の関わる制度の下

で、大きな利益を得る集団が数多く存在している。そうした既得権の解消は、経済の効率

化を通じて多くの国民の利益になるが、個々人にとっての利益は小さいことから、現実の

改革の実現には政治の壁が障壁になる。 
日本では、第二臨調以来、民間人主体の規制改革会議や国家戦略特区等が設けられている。

ここでは民間からの規制改革提案に基づき、各省庁との調整を通じて、毎年の規制改革３カ

年計画等が策定されてきた。しかし、この仕組みが効果的に働くためには、制度や規制の改

革に意欲的な総理や担当大臣のリーダーシップが発揮される時である。また、今回の「令和

のコメ騒動」のように、現行の農業の矛盾が明らかになり、「なぜこのようなムダな規制が

あるのか」という世論が盛り上れば、制度・規制改革への第一歩といえる。 
他方で、民間委員を支える事務局は、2019 年に常設機関となったものの、各省庁からの

出向者で構成されている。このため、旧行政管理庁のような行政や規制改革の専門人材が

育成されず、過去の制度や規制の改革のための組織的な情報の蓄積が十分ではないという

 
38  例えば、構造改革特区で耕作放棄地を利用してダチョウを飼育する事業を立ち上げた際に、農水省か

らの農地には厩舎を建てられないという横やりが入ったこともあった。 
39 民泊の規制改革で国家戦略特区と規制改革会議が別々の制度を設けた例もあった。 
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制約がある。こうした中で、本稿では、過去の規制改革会議等の歴史の中で、制度や規制

の改革を進めるために開発された、特区制度やその評価委員会、および市場化テスト等の

手法や、それをめぐる様々な議論について展望した。 
筆者は、旧行政管理庁の規制緩和委員会以来、規制改革関連の会議には、約１８年関わっ

ており、本稿は、それらの経験にもとづく総論部分となる。今後は、社会保険制度や労働政

策等に関わる各論についての「政府の失敗」について検討したい。 
 なお、本論の作成には、制度・規制改革学会での議論・提言による面が大きく、関係者の

方々に感謝する。 
 
  



昭和女子大学現代ビジネス研究所ワーキングペーパー 

No.17 

2025 年 7 月 

26 
 

参考文献 
 
Coase, R.H., “The Problem of Social Cost,” Journal of Law & Economics, 1960 年 
A. オーカン（新開洋一訳）、『平等か効率か』日本経済新聞社、1978 年 
江藤淳「構造改革における規制改革・民営化」、 
植草益『社会的規制の経済学』、NTT 出版、1997 年 
公正取引委員会『介護分野に関する調査報告書について（平成 28 年 9 月)』2018 年 
鈴木亘 『年金問題は解決できる』日本経済新聞出版社、2012 年 
増島俊之「行政改革の現状と評価」、『公共政策』第 1999 巻、1999 年 
Musgrave R.A. The Theory of Public Finance, McGraw-Hill, 1959.  
鶴田俊正、「規制緩和―市場の活性化と独禁法」、1997 年 
福井秀夫「司法の規制改革」、八代尚宏編(2000) 
全国老人福祉施設協議会「参入規制の緩和について」公正取引員会資料 2016 年 
日本経済法学会編、「社会的規制と競争政策」、有斐閣、2000 年 
日本法哲学会編「法と経済―制度と思考法をめぐる対話」、法哲学年報、2008 年 
八田達夫「ミクロ経済学、東洋経済新報社、2013 年 
原英史・黒澤善行・五島知佳、「日本の税・保険料負担による再分配構造の包括的分析」、ア

ジア成長研究所 Working Paper Series Vol.2025-13. 2025 年 
C.サンスティーン（田総恵子訳）、『シンプルな政府』、NTT 出版、2017 年 
八代尚宏編、「社会的規制の経済分析」、日本経済新聞社、2000 年 
八代尚宏、「規制改革―「法と経済学」からの提言」有斐閣、2003 年 
八代尚宏編、「官製市場改革」、日本経済新聞社、2005 年 
八代尚宏、「規制改革で何が変わるか」、ちくま書房、2013 年 
八代尚宏、「日本的雇用・セーフティーネットの規制改革」日本経済新聞出版 2020 年 
Yashiro, Naohiro, “Japan’s New Special Zones for Regulatory Reform”, International Tax 

and Public Finance, 12, 561–574, 2005.   
https://link.springer.com/content/pdf/10.1007/s10797-005-1822-8.pdf. 

矢野誠編、「法と経済学―市場の質と日本経済」、2007 年 


